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第 13章　 リビアにおける「非統治空間」の発生
──交錯する過激主義組織と人口移動

小林　周

はじめに──リビアにおける過激派組織の活発化

本論文は、リビアで活動するイスラーム過激派組織（ジハード主義組織）、特に「イスラー

ム国（Islamic State: IS）」やアル＝カーイダ（al-Qā‘idah）関連組織といった活動領域がリビ

アにとどまらない多国籍な組織の動向について分析する 1。さらに、「非統治空間（Ungoverned 

Spaces）」という概念に着目し、国家による法執行や治安管理がおよばない空間の発生がリ

ビアにおける過激派組織の活動に与えた影響を考察する。

2011年にリビアで内戦が勃発し、ムアンマル・カッザーフィー（Mu‘ammar al-Qadhdhāfī）

政権が崩壊してから、既に 6年が経過した。しかし、リビアでは領域の保護や国民への公

的サービスの提供といった基本的な機能を備えた国家の建設が進んでおらず、治安が回復

する目途も立っていない。そして、リビアにおける国家建設の停滞と脆弱な国境管理・治

安維持は、過激派組織の活動領域の拡大につながっている。

リビアで活動する過激派組織は、同国を中心とした北アフリカ～サハラ砂漠地域全体の

治安悪化により生じた国境管理の弛緩、国軍や警察の弱体化を背景に、活動領域を拡大さ

せている。ISは 2016年末に一度リビアから掃討されたものの、リビアの国境管理や治安

維持が脆弱であり続けていることから、支配領域の喪失後も国内に潜伏し、テロ攻撃や資

源獲得のための活動を行っている。また、アル＝カーイダ系勢力も北 ･西アフリカ地域に

おいて、資金や武器、人材などの資源を獲得し、地元社会に浸透しながら影響力を拡大さ

せている。

ISやアル＝カーイダといった過激派組織の越境的な活動の背景には、中央政府による法

執行や治安管理がおよばない「非統治空間」の存在が挙げられる。ある国家が物理的な領

域統治能力および明確な主権を喪失し、国境管理が不十分な状況下では、国境横断的に活

動する過激派組織や武装勢力が拠点構築や資源獲得を行いやすい環境が生まれる。現在の

リビア南部からサハラ砂漠周辺地域にかけては、2011年のリビア内戦を契機としてこのよ

うな環境が形成されており、リージョナル、グローバルな脅威となっている。この複合的

な問題に対処するためには、周辺諸国の協力による過激派組織の越境的な活動の防止が必

要となる。地域の安定化という観点からは、リビアの統治秩序と治安の回復は「特効薬」

にはならないとしても、さらなる流動化を防止する効果を持つといえる。
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1．リビアにおける過激派組織の動向

（1）リビアにおける過激派組織・テロ組織の分類

2017年末の段階で、リビアにおける過激派組織やテロ活動を行う組織・個人は、以下の

4つに分類が可能である。

第 1に、グローバル・国境横断的に活動し、リビアを拠点として利用する多国籍組

織であり、ISや「イスラーム・マグリブ諸国のアル＝カーイダ（Al-Qaeda in the Islamic 

Maghreb: AQIM）」、アル＝カーイダ司令部が該当する。多国籍組織においては、リビア人

と外国人では活動の目標や優先順位が異なる場合があり、今後の組織の潜伏や拡散におい

ては取るべき対策が変わってくる可能性に注意する必要がある 2。

第 2に、リビア国内を中心に活動し、リビア国内での政治的、経済的資源の獲得を目標

として行動する組織であり、「リビアのアンサール・シャリーア（Ansar al-Sharia in Libya）」

やリビア東部の諸都市における「ムジャーヒディーン・シューラー委員会（Mujahideen 

Shura Council）」などが含まれる。これらの組織は、過激主義に基づいたテロ活動を行うだ

けでなく、出身地域とのつながりが強く、リビアの政治に（妨害やボイコットという選択

肢も含めて）関与する意思を有している場合が多い。そのため、リビアの安定に向けて、

掃討だけでなく武装解除および政治対話といった社会的包摂のための作業が必要となる。

第 3に、リビア近隣で活動する比較的小規模な組織がリビアを訓練、潜伏、資源確保拠

点として利用するケースであり、ISシナイ州（Islamic State - Sinai Province）3および ISエ

ジプト、チュニジアのアンサール・シャリーア（Ansar al-Sharia in Tunisia）、AQIM関連組織、

スーダンのダルフール武装勢力（Justice and Equality Movement, Sudan Liberation Movement

など）によるリビア流入が観察される。

第 4に、リビア人やリビア系移民によるホームグロウンおよびローン・ウルフ型のテロ

実行・支援である。2017年 5月 22日には英国マンチェスターのコンサート会場にて、リ

ビア系移民による自爆テロが発生し、23名が死亡、120名以上が負傷した。テロ実行犯の

リビア系英国人サルマーン・アビーディー（Salmān Abīdī）は攻撃実行の直前にリビアに渡

航しており、リビアの ISとの関係が指摘されている。この事件以降、リビア人やリビア系

移民による目立った事件は起きていないものの、今後の展開が注視される 4。

これらの過激派組織やテロ組織に加えて、内戦後のリビアには、テロ活動や過激主義の

実践を志向しないものの、暴力的な反政府活動（insurgency）を行う民兵組織や少数民族武

装勢力なども存在する。現在のリビアでは様々な過激派組織や武装勢力が離合集散を繰り

返しており、上記の分類は明確なものではないが、組織の分類によって活動の範囲や目的、

必要となる分析や対策が異なる点には注意が必要である 5。
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（2）2017年以降の ISの再台頭

ISのリビア進出は2014年秋からのことである。イラク・シリアの IS幹部アブー・ナビール・

アンバーリー（Abū Nabīl al-Anbārī）が東部の都市ダルナ（Darnah）に派遣され、地元の過

激派組織を吸収しながらリビア進出を主導したとされる。2014年 10月～ 11月には「ダル

ナ青年イスラーム評議会（Shoura Council of Islamic Youth in Darnah）」が結成され、「イスラー

ム国」に対して「バイア（忠誠宣言）」を表明した 6。また、サッダーム・フセイン政権下

で軍人であったイラク人のアブー・アリー・アンバーリー（Abū Alī al-Anbārī）や、シリア

で活動していた IS高官のアブー・ウマル（Abū Umar）が 2015年後半にリビア入りした 7。

2014年 11月 13日、ISの指導者アブー・バクル・バグダーディー（Abū Bakr al-Baghdādī）

は音声ファイルにて、リビアの西部「タラーブルス（Tarābuls）」、東部「バルカ（Barqah）」、

南西部「フェッザーン（Fezzān）」というオスマン統治時代の 3つの地域区分を、ISの「州

（Wilāyah）」として設置すると述べた 8。ISによるリビア最大の支配領域となったシルテ

（Sirte）への進出は、2014年 11月頃のダルナ進出の直後から始まった。そして、2015年 6

月下旬に敵対する地元の過激派勢力 9との戦闘に破れ、ダルナから追放されて以降、ISの

シルテ進出が加速したとみられる。

複数の情報を勘案すると、ISの最盛期にリビア国内では約 5,000～ 6,000人の戦闘員が

活動していた。シルテには 1,800名程度の戦闘員がいたとみられるが、そのうちの 70パー

セントが外国人であったとされる 10。チュニジア人が外国人構成員の大部分を占めたが、

その他エジプト、アルジェリア、モロッコ、スーダン、チャド、マリ、セネガルなどの北

～西アフリカ諸国の他、イエメン、サウジアラビアといった中東湾岸、アフガニスタンや

バングラデシュなど南・西アジア出身の構成員が確認されている。また、ISへの加入を目

指してリビアに入国した者だけではなく、元々リビア国内にいた移民の労働者が戦闘員と

して ISに加入することもあったという 11。

欧米の支援もあり、リビア政府（国民合意政府）は 2016年 5月から IS掃討作戦を開始、

国軍と親政府派の民兵組織によるシルテへの地上侵攻と空爆が開始された。また、欧米や

中東諸国もリビア国内に展開し、空爆や軍事支援を行った。2016年 12月 17日、リビア政

府は ISの最大拠点であったシルテの制圧が完了したことを受けて、対 IS軍事作戦が終了

したと発表した。同作戦を支援していた米アフリカ軍も、同月 20日に支援作戦「オデッセ

イの稲妻作戦（Operation Odyssey Lightning）」の終了を発表した 12。掃討作戦終了後、シル

テからは IS戦闘員と思われる約 1,700の死体が発見された 13。

しかし、2017年 8月頃から、リビアでの ISの活動が再び活発化してきている。特に、チュ

ニジア国境付近の都市サブラータ（Sabrātha）付近と、かつて ISが拠点を形成していた中

部沿岸都市シルテの南部、内陸部の都市バニー・ワリード（Banī Walīd）などでの活動が目

立つ。2017年 8月以降、ISは主にリビア中央の沿岸部や内陸部において自爆テロや検問所
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の攻撃、国内諸勢力への急襲を散発的に行っている。また、ISの週報『ナバァ（Naba’）』

や ISに近いとされるネット・メディア「アァマーク通信（Amaq News Agency）」も、ISの

「戦果」を報道している（表 1）。

2017年 12月時点でのリビアの IS戦闘員の数は 500～ 1,000人程度とみられている。こ

の戦闘員の中には、中東・北アフリカおよびサヘル諸国からの外国人が相当数含まれてお

り、彼らはシルテ掃討後にリビア国内に潜伏していたり、また監視の緩い国境地帯を越え

て再びリビアに結集していると考えられる。米国務省は 2017年の『国別テロリズム報告

書』において、シルテでの掃討作戦を逃げ延びた ISの戦闘員は内陸部の砂漠地帯に拡散し

たと述べている 14。この情報を裏付けるかのように 2017年 9月、リビア政府法務省の高官

は、ISが「砂漠軍（Jaish Saharāwi, Desert Army）」を結成したと発表した。この「砂漠軍」

はリビア南部の砂漠地帯で活動しており、マフディ・サーリム・ダングー（Al-Mahdi Sālim 

Dangou、別名 Abū Barakāt）というリビア人によって指揮され、3つの部隊によって構成さ

れているという。メンバーはマフムード・ブルアシー（Mahmoud al-Bur’sī）、ハーシム・アブー

シード（Hāshim Abū Sīd）といった ISの幹部に加え、アル＝カーイダの元戦闘員やシリア・

イラクからの帰還者によって構成されているとみられる 15。

それでは、シルテ喪失後のリビアにおける ISの戦略目標は何なのか。2017年 8月以降の

リビアにおける ISの活動は、ダルナやシルテでみられたような領域支配や、シリア・イラ

クの IS司令部と連携した「カリフ国」設立のための活動は確認されていない。「グローバ

図1　ISによるリビアの「州」の区分

（出所）Jihad Intel, Middle East Forum を基に筆者作成。
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ル・ジハード」に基づいたテロ活動というよりは、むしろ散発的な急襲や自爆攻撃といっ

た「反乱・反政府攻撃（insurgency）」と呼ぶべき活動が目立つ。また、ISによるものとみ

られる攻撃は、チュニジア国境付近からリビア東部にいたる広範囲にわたって実行されて

いることから、小規模組織が独自に活動している可能性が高い。しかし、これをもってリ

ビアの ISが今後も反政府武装勢力（insurgent group）にとどまると断定することはできない。

シルテ喪失後の ISの戦略目標とは、多国籍な過激派組織として、国境の監視が緩く

（porous）、治安維持が十分に行われていないリビアを活動拠点や輸送 ･移動のグローバル・

ハブとして活用すると同時に、西欧でのテロ攻撃のための拠点やネットワークを整備し、

リビア内外での領域支配の機会を作り出すことにあると指摘される 16。その点では、小規模・

散発的であっても攻撃を継続し、リビアの治安回復や政治の安定化を阻害することは、IS

の戦略目標にかなった行為であるといえよう。

バニー・ワリードのような ISの進出が懸念される都市にはいくつかの特徴がある。まず、

これまでの政治的経緯からカッザーフィー政権に親和的であり、内戦後も新政権に対して

敵対的な有力者（部族の有力者や宗教指導者、名望家）や住民が一定数存在する場合が多

い。それゆえに、地域の戦後復興や治安改善が進んでおらず、現状への不満から ISの過激

表1　リビアにおける ISの最近の動向（2017年 5月～12月）

日時 事件 報道・広報

5月 8日 IS戦闘員がシルテ南部においてリビア国民合意政府の兵士を殺傷 アァマーク通信、
『ナバァ』

8月 23日 IS戦闘員が内陸部のジュフラ（Jufra）で検問所を攻撃、軍事組織「リ
ビア国民軍」の兵士 21名を殺傷

アァマーク通信

8月 28日 IS戦闘員が道路を検問するビデオが公開 アァマーク通信

9月 24日 IS「バルカ州」がインターネット上にリビアのジュフラおよびヌーファ
リーヤ（Nufalīya）における 2件のテロ作戦の詳細を報じたビデオを
公開

9月 26日 米アフリコムがシルテの 160キロメートル南西において ISを標的と
した空爆を 2度実行

10月 4日 西部都市ミスラタ（Misrata）の裁判所で IS「タラーブルス州」による
自爆テロ・銃撃。40名死傷

アァマーク通信

10月 6日 西部都市サブラータにおいて民兵組織が IS部隊との 3週間の戦闘に
勝利

10月 7日 「リビア国民軍」がチュニジア国境において ISの車列を制圧

10月 25日 IS戦闘員が東部アジュダービヤ（Ajudābiya）付近で「リビア国民軍」
の兵士 2名を殺害

アァマーク通信
『ナバァ』

11月 19日頃 米アフリコムが内陸部フカーハ（Fuqāha）において ISを標的とした
空爆を 2度実行

（出所）2017年末までの各種報道を基に筆者作成。



第 2部　ヨーロッパにおけるポピュリズム・人口移動問題とその背景

̶ 184 ̶

な教義に感化されやすい現地住民が多い。これは、カッザーフィーの出生地であり、内戦

時に最後まで戦闘が続いたシルテと同様の環境である。例えば、リビア最大の部族といわ

れる「ワルファッラ（Warfalla）」、カッザーフィーの出身部族であった「カッザードファ

（Qaddhādfa）」、南西部フェザーン地方の有力アラブ系部族「アウラード・スレイマーン（Awlād 

Slaimān）」などには、新政権に対して敵対的な構成員が多いとされる（当然ながら、その

ことが当該部族による ISへの全面的な支持を意味するわけではない）。

2017年 10月に発行されたソウファン・センター（Soufan Center）の報告書は、イラク・

シリアの IS戦闘員のうち、確認されている北アフリカ出身者は 5,319人、うちリビア出身

者は 600人前後であると述べている 17。IS本体の衰退とともに戦闘員がイラク・シリアか

ら北アフリカに帰国した際、国境管理や治安維持、法執行の脆弱なリビアに流入する可能

性は十分に想定されることである。その際にリビア政府や国際社会がリビアへの IS戦闘員

の流入を抑止・監視できず、ISが急激に力を増した際には、彼らが目指す領域支配が再び

可能となる状況が生まれるかもしれない。

（3）アル＝カーイダ系組織の動向

リビア国内で活動する主なアル＝カーイダ関連組織としては、AQIM、「リビア・イスラー

ム闘争グループ（Libyan Islamic Fighting Group）」からの分派、「リビアのアンサール・シャ

リーア（Ansar al-Sharia in Libya）18」などがある。これらの組織の分派や幹部が独自に設立

した組織などが、目的に応じた連携や離合集散を繰り返している。

リビアでは主に ISの活動が着目されるが、アル＝カーイダ系組織の動向についても十分

な注意が必要である。何故ならば、アル＝カーイダ系組織はリビアを含めた北・西アフリ

カ地域への浸透を進めており、今後長期にわたる現地政府や外国権益への脅威となる恐れ

があるためである 19。

近年のアル＝カーイダ系勢力に共通した戦略は、地元社会からの支援を獲得するために

組織の「穏健化（moderation）」と「現地化（localization）」を進めることである。具体的には、

①シーア派や特定の宗派を敵対視してイスラーム教徒間での宗派対立を扇動しない、②公

共サービスや生活物資を活動拠点の住民に提供する、③下部組織や支部の幹部に現地出身

者を登用する、④部族や地域社会の有力者の子女との婚姻、⑤欧米権益への攻撃を控え、

致命的な反撃を招かないようにする…などの手法が指摘される 20。この背景としては、ジ

ハード主義の伝統的戦略論である「遠い敵か、近い敵か 21」の論争は常にあるものの、近

年アル＝カーイダ指導部は、ローカルな組織として現地からの支援を獲得し、「近い敵」を

攻撃対象とした方が組織の拡大に役立つと認識し始めたといわれる。

上述の指摘通り、アル＝カーイダ系勢力はリビアを含めた北 ･西アフリカでの活動圏拡

大に成功しており、現地社会からの支持を得るようになっている。リビア国内でも「リビ
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ア・イスラーム闘争グループ」の分派や「リビアのアンサール・シャリーア」はトリポリ

やベンガージーといった都市部に拠点を形成し、政府機関や警察施設への攻撃、対立する

民兵組織との戦闘だけでなく、場合によっては治安維持や社会サービスの一部提供も行っ

ている 22。また、AQIMはリビア南西部に進出しており、アルジェリア、チャド、ニジェー

ル、マリ、モーリタニアなどとの国境を越えた密輸・移動ネットワークを構築し、現地住

民を非合法活動に取り込み、密輸や徴税による収益を還元することで現地からの支持や黙

認を得ている 23。

このローカルな支持の獲得という点については、 「コミュニティ・エンゲージメント

（Community Engagement）」という概念が参照可能である。この概念は「コミュニティの一

員となり、地域住民と協働・連携すること」を指し、もともとテロ対策や過激主義対策の

ためには政府や治安機関、国際社会が現地社会の文脈を理解した上で関与し、問題解決に

参画することで信頼醸成を行う必要があるという文脈で用いられてきた 24。しかし、アル

＝カーイダ系組織の活動を観察すると、むしろ彼らこそがコミュニティ・エンゲージメン

トを実践し、地域住民からの支持または黙認を受けて、活動領域を拡大しているようにみ

える。この点についてどのように考えるべきなのかを、以下の「非統治空間」をめぐる議

論から検討したい。

2．「非統治空間」の発生

（1）「非統治空間」とは何か

リビアにおける過激派組織の活動について分析する上で、本論文では「非統治空間

（Ungoverned Spaces）」という概念に注目したい。「非統治空間」には様々な含意があるが、

本稿では「国家主体（政府）による統治がおよばない地理空間」と定義する。「非統治空間」

においては国家による治安維持や法執行が十分に行われないため、テロ組織が活動拠点や

移動経路を構築しやすい環境が生まれる。また、「非統治空間」は薬物や武器の不法取引と

いった組織犯罪の越境的ネットワークにとって格好の活動領域となっている 25。

潘基文・前国連事務総長は、2016年に行われた国連グローバル・テロ対策戦略会議にお

いて、情報技術による過激主義の拡散、武器の蔓延、国境を越えた戦闘員の流入などによっ

て、「非統治空間」の発生が紛争の長期化やテロの蔓延と連関しており、テロ組織が広大な

領域・資源・人材を獲得可能な環境が形成されていると述べた 26。

英国外務・英連邦省は、国家が物理的な領域支配能力および明確な主権や統治を部分的

にでも喪失した状況、また国家機関や法の支配が、完全に、もしくはほとんど機能してい

ない環境において「非統治空間」が発生すると述べている 27。また、米国防総省は「非統

治空間」を、「国家や中央政府が統治を拡張したり、効果的な統治を行ったり、現地社会

に影響をおよぼすことができず、さらに地方自治体や部族、自治政府も、能力・意思・正
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統性の欠如、紛争の存在、現地の行動規範などを要因として、十分に、もしくは効果的な

統治ができていない地域」と定義する。さらに、この概念には「統治の不十分な（under-

governed）」、「統治に失敗した（misgoverned）」「統治をめぐって争われる（contested）」、「非

国家主体に統治され得る（exploitable）」地域も含まれるとしている 28。

通常、国家の統治がおよばず「非統治空間」となる場所は、砂漠地域や山岳地帯、離島

など地理・気候的に厳しく、人口密度も低く、開発が遅れている所が多い。そのような地

域では、国家が治安維持や国境管理を行うことは困難であり、また国軍や警察、情報機関

が継続的に警戒活動を行うためのインフラも整備されていないからである。また、低開発

地域では政府に対する信頼感が醸成されておらず、国軍や警察以上に非国家武装勢力が一

定の秩序をもたらす存在として支持、黙認されていることも珍しくない。リビアにおける

多国籍の過激派組織の活動を分析すると、リビアの内陸部や国境地帯には「非統治空間」

が発生しており、過激派組織が活動しやすい環境が形成されているといえるだろう。

特に欧米の政策当局や研究機関においては、「非統治空間」をめぐる問題の解決のために

は、「非統治空間」を「統治空間」に戻す、つまり国家の主権がおよぶ空間に統合すること

が必要であると認識されている。しかし、ある地域（例えばリビア周辺地域）において「非

統治空間」がなぜ発生し、どのように存続しているのかを理解しないままでは、「非統治

空間」の国家への（再）統合のための政治的・財政的・軍事的コストを見誤る恐れがある。

政策立案者は、「非統治空間」が存在することのリスク評価、「非統治空間」を国家主権の

およぶ領域に統合するために現地政府と国際社会が負う政治的・財政的コスト、「非統治空

間」における諸主体の連携・競合関係を分析するための情報活動の運用と評価、「非統治空

間」が抱える複合的な政策課題の優先順位付け、開発援助や平和構築を含めた包括的かつ

持続的な施策の必要性といった問題について、包括的に検討する必要がある 29。

また、ISのシルテ撤退以降のリビア内陸部での再活動にみられるとおり、ある「非統治

空間」を軍事的に解消し、国家の統治下に組み入れることは、その空間で活動していた過

激派や武装勢力、構築された密貿易ネットワークといった問題群を別の場所に移転させる

ことにしかならず、根本的な問題解決とはならないという点も考慮する必要があろう。バ

ラク・オバマ前米大統領は ISとの戦いについて、「我々が地上部隊を送っても、結局いず

れかの時点で我々の資源が尽きて撤退することになる。そうすれば問題が再噴出するだけ

だ。より持続的な戦略でなくてはならない 30」と述べている。この言葉は、「非統治空間」

をめぐる問題への軍事的手段の限界性についても当てはまるだろう。

（2）リビア南部地域の不安定化

リビアにおける「非統治空間」の発生と過激派組織の活動を分析する上では、同国の地

理的特徴が重要な前提となる。リビアは約 176万平方キロメートルの国土面積を持ち、東
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にエジプト、南東にスーダン、南にチャドとニジェール、西にアルジェリア、北西にチュ

ニジアという 6カ国と、4,348 キロメートルにわたる長大な国境を接している。また、国土

の 9割以上を砂漠地帯が占めており、人口の大部分は地中海沿岸の都市部に集中している。

つまり、リビアが効果的かつ持続的な治安維持やテロ対策を行うためには、内陸部・沿岸

部の長大な国境と広大な砂漠地域を管理する必要がある。このことは、リビアという国家

が現在の領土と国境を保持する限り、政治制度や経済発展度にかかわらず直面し続ける問

題である。

リビアにおける過激派組織の動向を考える上では、南部地域の情勢にも十分注意が払わ

れるべきである。その理由としては、第 1に、南部地域がスーダン、チャド、ニジェー

ル、マリなど低開発地域、または、政治・治安上のリスクを抱える国々に近接しているこ

と、第 2に、南部地域のほとんどが砂漠地域であり、都市も少なく、人口密度が極めて低

い故に監視や治安維持のための資源が限られること、第 3に、南部地域にはトゥアレグ 31

やトゥーブ 32といった少数民族が多く居住し、近隣国と頻繁に越境しながら経済活動を行っ

ていること 33、第 4に、政変後の情勢不安定化と上記の 3つの要因が結びつくことで、リ

ビア南部地域に武器、ドラッグ、密輸品などの流通ルートが構築されていること、が挙げ

られる 34。

リビア周辺地域のテロ情勢を分析する上での重要な問題は、「過激派組織」、「犯罪組織」、

「少数民族の自警団」、そして「国境警備隊」といった区別が曖昧になってきているという

点である。例えば、トゥアレグやトゥーブなどの少数民族やリビア南部に居住するアラブ

系部族による民兵組織は、政府からの委託を受けて国境警備や治安維持を代行する一方で、

密輸や人身売買に関与し、地元住民から独自に徴税し、また政府との関係が悪化した際に

は政府機関を襲撃することもある 35。また、彼らは出身民族や部族、都市からのリクルーティ

ングを行うため、高い失業率に苦しむ地域社会からは「雇用の提供者」とみなされること

もある。政府や国際社会から「犯罪組織」、「テロ組織」とみなされている集団であっても、

地元住民が彼らを「庇護者」、「治安・秩序・雇用の提供者」とみなし、消極的にではあっ

ても警察や軍以上に信頼しているならば、過激派組織や武装勢力の軍事力による排除は短

期的な解決しかもたらさない。

リビアで活動する過激派組織や武装勢力は、リビア周辺諸国の国境監視能力の低下とリ

ビア国境周辺における「非統治空間」の発生を背景として、銃火器やドラッグ、密輸商品

の越境的な移動・輸送経路、人身売買ネットワークを構築した 36。これにより、サブサハ

ラ・アフリカ諸国から欧州を目指す多くの移民が、地中海への「玄関口」として国境監視

の緩いリビアに流入した 37。現在は、地中海の中央部（イタリアおよびマルタ周辺）を通

過する移民のほとんどが、リビアを経由するとみられている。国連リビア支援団（United 

Nations Support Mission in Libya: UNSMIL）や欧州の諸機関による報告では、2016年にリビ
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アからイタリアに渡った移民は約 10万 8千人、2017年には 11万 9千人 38に上った。欧州

を目指してリビアに密入国する移民の大量流入はさらなるリビア情勢の混乱を招き、不安

定化の負の連鎖が発生している 39。

サハラ砂漠を越えて地中海を目指す移民をめぐる問題について、筆者は、国際的な議論

や報道において描写される「地中海を越える移民」という視座は問題の半分以下しか捉え

られていないと考える 40。より重要なのは、地中海沿岸にたどり着く移民がどこを出発地

および経由地として欧州に渡り（渡航を試み）、また彼らの移動にどのような主体が関与して

いるのかという点である。2017年以降、欧州に渡る移民の数は減少している一方で、人身

売買や労働搾取に巻き込まれるなど、移民を取り巻く環境は悪化していると指摘される 41。

欧州に渡る不法移民を対象とした地中海沿岸での移民対策・国境警備活動だけでなく、欧

州を目指してリビアに入る不法移民を射程に入れた対策を行わなければ、移民をめぐる複

合的な問題の解決には至らないであろう。

おわりに──今後の対策に向けて

以上のとおり、本論文ではリビアで活動する多国籍なイスラーム過激派組織の動向につ

いて分析した上で、国家による法執行や治安管理がおよばない「非統治空間」が過激派組

織の活動に与えた影響について考察した。現在のリビアでは、国家の統治機構が脆弱化す

る中でイスラーム過激派組織が活発化し、内陸部や国境周辺の「非統治空間」において移

民やテロ、組織犯罪といった問題が複合的に発生している。この点から、リビアでは、日

本国際問題研究所「グローバルリスク」研究会の主要テーマである「中東・北アフリカの

不安定化」および「移民」と「過激派」といった問題が交錯する状況が発生しているとい

えるだろう。

リビアにおける過激派の活動を防止していく上では、多国籍な過激派組織における外国

人戦闘員の摘発、移動・輸送経路や訓練拠点の発見、監視、遮断などが重要となる。また、

ISが支配領域を喪失した現在、リビア国内の都市部でのテロ攻撃だけでなく、近隣国の都

市部でもリビアで訓練を受けた戦闘員によるテロが増加している。これらの過激派・テロ

対策上の課題は、ISがシルテから掃討された 2016年末の段階からほとんど変化していない。

つまり、シルテからの IS掃討という「戦果」だけではリビアにおける過激派・テロ対策上

の「ゴール」とはならず、上述の課題を達成するためには今後も中長期的な取り組みが必

要となるだろう。

筆者は2016年3月、ISがシルテの実効支配を行っている段階で、「現在の［リビアにおける］

過激派の主要な活動拠点が攻撃、破壊されれば、各組織は散開し、既存の協力・対立関係

を越えて連携、融合し、強大化する可能性がある」と述べた 42。この懸念どおり、ISはシ

ルテから掃討された後、他の過激派の戦闘員やシリア・イラクからの帰還者、政府に不満
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を抱く部族などを取り込みながら、既存の協力・対立関係にとらわれない連携、融合を模

索している。また、リビアの地中海沿岸部から内陸部に散開することで、これまで以上に

監視・包囲・掃討が困難になっている。テロ対策を主導するべきリビア政府は依然として

脆弱であり、統治領域が地中海沿岸の西部に限られているため、今後も ISやアルカーイダ

系勢力といった多国籍な過激派組織は、たとえシルテのような領域支配が行えないとして

も、リビア内陸部における活動領域を維持・拡大していくとみられる。

過激派組織の越境的な連携、融合、拡散を阻止する手立ては、これ以上のリビアにおけ

る治安流動化、そしてリビアを出発点とした中東・北アフリカや西欧諸国におけるテロ攻

撃を防ぐためにも、早急かつ持続的に行っていく必要がある。既にリビア周辺の北アフリ

カ諸国では多様な過激派組織や武装勢力、犯罪組織の活動拠点と移動経路が構築されてお

り、政情や治安の安定を阻害している。効果的な過激派・テロ対策のためには、治安維持・

国境監視の担い手として、ローカルな主体（地域・民族・民兵組織）を再評価することも

必要になるだろう。この点については、「ハイブリッド・ガバナンス（Hybrid Governance）」

の視点から、現地の多様な域内アクターに協調と妥協を促し、統治秩序の構築と課題解決

（特に治安回復）を支援する、という視点が有効である 43。

リビア情勢はまだ安定の兆しがみえてこないが、他方でリビアの安定は、これ以上周辺

地域が不安定化することを防ぐ防波堤になり得る。ISが一度リビアから掃討されたにもか

かわらず、2017年夏から活動を再開したことは、地域の治安 ･テロ情勢におけるリビアの

重要性を物語っている。広大なサハラ砂漠周辺地域を安定させる「特効薬」は存在しない

としても、リビアを安定させるための努力が、引き続きリビア国内でも国際社会でも求め

られる。
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